
 

 

 

 

 

国が示す介護予防・日常生活

支援総合事業 
１．介護予防・日常生活支援総合事業の目的 

 介護予防・日常生活支援総合事業では、市町村が中心となって、地域の実情に応じ

て、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域にお

ける支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的効率的な支援等を可

能とすることが目的とされています。 

 また、地域包括ケアシステムの構築に向け、介護予防・日常生活支援総合事業を実

施するものとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

２．介護予防・日常生活支援総合事業の構成 

 介護予防・日常生活支援総合事業の目的を達成するため、従来の事業が以下のとお

り見直され、介護予防・日常生活支援総合事業として新たに構成されます。 

 

 

資料２ 平成 28年度 第２回 

佐倉市高齢者福祉介護計画推進

懇話会（平成 28年 7月 29日） 

地域包括ケアシステム 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）を目途に、高齢者が重度な

要介護容態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けること

ができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケ

アシステムを構築。 
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２．介護予防・日常生活支援総合事業の構成 

介護予防・日常生活支援総合事業の目的を達成するため、従来の事業が以下のとお

りみなおされ、介護予防・日常生活支援総合事業として新たに構成されます。 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業   

～全国一律のサービスから地域の実情に応じたサービスへ～ 

 

 ＜基本的な考え方＞ 

  全国一律のものとして介護予防給付で提供されていた介護予防訪問介護と介護

予防通所介護について、要支援者の多様な生活支援ニーズに対応するため、市町村

が実施する介護予防・日常生活支援総合事業に移行し、従来のサービスと住民等が

参画する多様なサービスを総合的に提供可能な仕組み（介護予防・生活支援サービ

ス事業）に見直されることとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）一般介護予防事業   

 ～介護予防の機能強化～ 

 

＜基本的な考え方＞ 

  従来の介護予防事業についても、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔て 

ることなく、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防の取組を推進する観点

から見直されるとともに、介護予防の機能強化の観点から新たな取組が加えられ、

一般介護予防事業として介護予防・日常生活支援総合事業に位置づけられることと

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

※介護予防訪問看護や福祉用具等、訪問介護と通所介護以外のサービスについて

は、引き続き介護予防給付のサービスとして提供されます。 



2 

 

 

 

 

 

 



3 

 

 

３．介護予防・日常生活支援総合事業の利用形態  

 

（１） 要支援者については、介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支

援サービス事業及び一般介護予防事業）のサービスと介護予防給付のサービスを

組み合わせて受けられます。 

 

（２） 介護予防・生活支援サービス事業対象者（基本チェックリストを用いた簡易

な判定を受けた者）については、介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの

み受けられます。 

 

（３） 一般高齢者等（要支援者に該当しない者）については、一般介護予防事業の

み受けられます。 

 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業の概要（厚生労働省ガイドラインより）】 

 
※基本チェックリストは、支援が必要だと相談に来た者に対して、簡便にサービスにつなぐためのもの。 
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５．総合事業の枠組み  

（１）介護予防・生活支援サービス事業   

 

＜サービスの充実と費用の効率化＞ 

専門的なサービスを必要とする者には引き続き専門的なサービスを、必ずしも専門

職によるサービスが必要ない人にはNPOや民間企業、ボランティアなどの多様な担

い手による多様なサービスを提供することで、サービスの充実と費用の効率化を図る

こととされています。 

 

 
 

＜具体的なサービス内容＞ 

市町村が実施する多様なサービスについては、以下のとおりサービスの典型例が示

されています。 

 

※市町村は、この例を踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を実施す

ることになります。 
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（２）介護予防事業   

 

＜介護予防の推進＞ 

生活環境の調整や居場所と出番づくりなどの環境へのアプローチも含めた、バラン

スのとれたアプローチが重要であり、リハビリ専門職等を活かした自立支援に資する

取組を推進することとされています。 

 

＜具体的な事業の構成＞ 

一般介護予防事業については、以下のとおり構成が示されています。 

 

※市町村はこの構成に基づき、地域の実情に応じた事業内容を実施することに

なります。 

 

 


